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原子力発電所の事故対応等における労働安全衛生対策強化に関する要請 

 

3月 11日の東日本大震災に伴い発生した、福島第一原子力発電所の事故後、現場で

は労働者が懸命の復旧作業にあたっています。こうした労働者が、国民の生命を守る

ために、いわば「決死の覚悟」で作業にあたっていることに、多くの国民が賛辞を送

っております。しかし、作業にあたる労働者の使命感や覚悟にまかせるだけで済ませ

て良い問題ではありません。政府の責任として、こうした労働者自身の命と健康も、

同じく守らなければなりません。また、福島第一原子力発電所の半径 20 ㎞圏内の警

戒区域および計画的避難区域においても、ライフライン整備や公共サービス業務に携

わる労働者が存在しています。 

これらの業務は原子力発電所事故の一日も早い収束と地域の復旧・復興のためにも

最優先の課題ではありますが、同時に、その業務に携わる労働者の安全衛生対策には

万全を期することが不可欠です。 

東京電力の「福島第１原発事故収束に向けた工程表」によれば、事故の収束に向け

ては数ヶ月間にわたる長期間の作業の必要性が見込まれており、被ばく対策をはじめ

とした労働安全衛生対策の強化は喫緊の課題です。 

連合は、復旧作業等にあたるすべての労働者の命と健康を守る観点から、以下のと

おり労働安全衛生対策の強化を求めます。 

 

記 

1. 福島第一原子力発電所の事故対応に従事するすべての労働者への労働安全衛生対

策の強化 

(1) 発電所内で作業にあたるすべての労働者の安全確保は、第一義的には事業者お

よび原子力事業者が行うべきものであるが、未曾有の事態であり、国の責任と

して、救急医療体制の整備など、必要な役割を果たす。 

(2) 発電所内で作業にあたるすべての労働者の被ばく線量については、電離放射線

障害防止規則（電離則）に則って管理を徹底するよう指導を強化する。特に、



内部被ばく防止策とホールボディカウンターによる管理を徹底するよう指導・

監督する。また、国としても十分な数のホールボディカウンターの確保に向け

支援する。 

(3) 作業にあたる労働者の過労防止のため、交替要員の確保など、当該企業が必要

な措置をとるよう、指導・監督する。 

(4) 電離則に規定された安全衛生教育を、作業にあたるすべての労働者に徹底させ

る。また、今回に限った措置として、緊急作業時における実効線量の限度を

100mSvから 250mSv に引き上げたことに対応し、電離則に定められた教育の内容

および時間数を拡充する。 

(5) 放射線被ばくについては、長期的な健康管理が必要であるため、離職後を含め

て長期的に被ばく線量を管理できるデータベースを早急に構築し、これに基づ

いて健康管理を実施する。 

(6) 作業にあたるすべての労働者に対して、熱中症対策や作業環境の改善などの健

康管理体制を確立するとともに、メンタルヘルス対策にも万全を期すよう指導

する。また、国としても必要な援助を行う。 

(7) 被ばく線量の限度との関係で、一定期間原発業務に従事できなくなる労働者に

対する、解雇などの不利益な取り扱いがないよう、当該企業への指導を徹底し、

企業による配置転換、職業訓練や転職支援に対して、必要に応じて国としての

助成を行う。 

2. 警戒区域、計画的避難区域およびその周辺で働くことを余儀なくされた労働者に

対する労働者への安全衛生対策を強化する 

(1) 一定の放射線量を超える環境下で働く労働者に対しては、保護具の装着、被ば

く線量の管理、上限の設定、健康診断の義務づけなど、電離放射線障害防止規

則を準用する。 

(2) 上記以外の場合であっても、周辺区域で働く労働者の安全確保のために必要な

措置を定めたガイドラインを示す。 

3. 原発事故収束までに長期間を要し、多数の労働者が働くことが予想されるため、

放射線量や健康への影響などについて、政府として一元化された正確な情報の開

示を行う。 

4. 文部科学省の「放射線審議会」に労働災害の専門家を委員に加えるとともに、今

回の事故に対応するための措置として、労働政策審議会労働安全衛生分科会の下

に特別の「部会」を設置して定期的に開催し、状況報告と対策を議論できるよう

にする。 

以 上 


